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第１回 議事次第 

 

           日 時  平成２６年５月１２日（月）14：00～16：00 
                      場 所    市役所本庁 １０階 １００２会議室 

 

 

１ 開 会 

 (1) 保健福祉局高齢社会部介護福祉課長挨拶 

 

 (2) 委員紹介 

 

 (3) 事務局紹介 

 

２ 議 事 

  
(1) 部会長・副部会長の選出について 

 

 (2) 第６期事業計画策定における国の動向について 

 

 (3) 第６期事業計画策定における介護給付費等推計の流れについて 

 

 (4) 被保険者数の推計及び要介護認定者数の推計について 

 

３ 閉 会 
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 氏      名 団体名

泉　賢祐 福岡県社会福祉士会

内田　秀俊 認知症の人と家族の会福岡県支部

笠松　範子 被保険者代表（第２号）

加藤　めぐみ 福岡市老人福祉施設協議会

鬼﨑　信好 久留米大学

佐藤　芙美子 被保険者代表（第１号）

柴口　里則 県介護支援専門員協会

田代　多恵子 福岡県看護協会

中野　千恵 福岡県介護福祉士会

山根　哲男 福岡市介護保険事業者協議会

(敬称略・50音別）

介護保険事業計画部会委員名簿

 

 福岡市保健福祉審議会条例施行規則（抜粋） 
 

 第３条 専門分化会長が必要と認めるときは，専門分科会に部会をおくことができる。 
 ２ 部会の委員は，専門分科会に属する委員及び臨時委員のうちから専門分科会長 

  が指名する。 
 ３ 部会に部会長及び副部会長を置き，部会の委員の互選によってこれを定める。 
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第６期事業計画策定における 

国の動向について 

 

資料２ 
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第5期計画
2012
〜2014

2025

第９期計画
2024
〜2026

第８期計画
2021
〜2023

2015

第７期計画
2018
〜2020

第６期計画
2015

〜2017

＜2025年までの見通し＞

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に

○ 第６期計画以後の計画は、2025年に向け、第５期で開始した地域包括ケア実現のための方向性を承継し
つつ、在宅医療介護連携等の取組を本格化していくもの。

○ ２０２５年までの中長期的なサービス・給付・保険料の水準も推計して記載することとし、中長期的な
視野に立った施策の展開を図る。

第５期計画では、高齢者が地域で安心して暮らせる 地域包括ケアシステムを構築するために必要となる、①
認知症支援策の充実 、②医療との連携、③高齢者の居住に係る施策との連携、④生活支援サービスの充実といっ
た重点的に取り組むべき事項を、実情に応じて選択して位置づけるなど、段階的に計画の記載内容を充実強化させ
ていく取組をスタート

２０２５年を見据えた介護保険事業計画の策定

（参考）
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高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするた
め、介護、医療、生活支援、介護予防を充実。

低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限
り抑えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見直す。

介護保険制度の改正案の主な内容について

②費用負担の公平化①地域包括ケアシステムの構築

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実

* 介護サービスの充実は、前回改正による24時間対応の定期
巡回サービスを含めた介護サービスの普及を推進

* 介護職員の処遇改善は、27年度介護報酬改定で検討

サービスの充実
○低所得者の保険料の軽減割合を拡大

・給付費の5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険
料の軽減割合を拡大

低所得者の保険料軽減を拡充

①全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が
取り組む地域支援事業に移行し、多様化

重点化・効率化

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ
・ ２割負担とする所得水準を、６５歳以上高齢者の所得上位20％と

した場合、合計所得金額160万円（年金収入で、単身280万円以

上、夫婦359万円以上）。ただし、月額上限があるため、見直し対

象の全員の負担が2倍になるわけではない。

・ 医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を37,200円か

ら 44,400円に引上げ

②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足
給付」の要件に資産などを追加
・預貯金等が単身1000万円超、夫婦2000万円超の場合は対象外

・世帯分離した場合でも、配偶者が課税されている場合は対象外

・給付額の決定に当たり、非課税年金（遺族年金、障害年金）を収

入として勘案 *不動産を勘案することは、引き続きの検討課題

重点化・効率化

○ このほか、「2025年を見据えた介護保険事業計画の策定」、「サービス付高齢者向け住宅への住所地特例の適用」、 「居宅
介護支援事業所の指定権限の市町村への移譲・小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行」等を実施

* 段階的に移行（～２９年度）

* 介護保険制度内でサービスの提供であり、財源構成も変わらない。

* 見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え、
NPO、 民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様なサー
ビスの提供が可能。これにより、効果的・効率的な事業も実施可能。

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３
以上に限定（既入所者は除く）

* 要介護１・２でも一定の場合には入所可能

* 保険料見通し： 現在5,000円程度→2025年度8,200円程度

* 軽減例： 年金収入80万円以下 5割軽減 → 7割軽減に拡大

* 軽減対象： 市町村民税非課税世帯（65歳以上の約３割）

①在宅医療・介護連携の推進

②認知症施策の推進

③地域ケア会議の推進

④生活支援サービスの充実・強化
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
21%

2号保険料
29%

【財源構成】

国 39.5%

都道府県
19.75%

市町村
19.75%

1号保険料
21%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○ 二次予防事業
○ 一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営

・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携の推進

○ 認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○ 生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

新しい地域支援事業の全体像
＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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第６期事業計画策定における 

介護給付費等推計の流れについて 

 

資料３ 
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○被保険者数の推計

○要介護認定者数の推計

第２回部会（平成２６年６月中旬）

第３回部会（平成２６年７月中旬）

①施設･居住系サービス利用者数の推計

②施設･居住系サービスの種類毎のサービス利用量の推計

①標準的在宅サービス利用対象者数の推計

②標準的在宅サービス利用者数の推計

③在宅サービスの種類毎のサービス利用量の推計

　　

　　
　各介護保険サービスの利用見込みから，各年度の介護給付費を積算する。また，地域支援事業費と
介護保険料の仮算定を行う。

【 第６期計画策定における介護給付費等推計の流れ 】

施 設 ・ 居 住 系 サ ー ビ ス 利 用 量 の 推 計 地域支援事業利用量の推計

在 宅 サ ー ビ ス 利 用 量 の 推 計

介護給付費及び地域支援事業費の積算

被 保 険 者 数 の 推 計

平成２５年９月末の「住民基本台帳に基づく人口」をもとに，コーホート要因法により推計を行う

要介護認定者数の推計

　各年度の被保険者数，年齢階級ごとの要介護認定率の推移等から要介護認定者数を推計する。

日常生活圏域の現状確認

第１回部会（平成２６年５月１２日）

○日常生活圏域の設定については，本市の地理的条件，人口，住民の生活形態，地域づくり活動
の単位などの地域特性を踏まえ設定する。

○日常生活圏域毎の地域密着型サービスに係る必要利用定員総数その他の介護給付等対象サー

ビスの種類ごとの量を見込むため，圏域毎の被保険者数や要介護認定者数，サービス事業者の
指定状況等を確認する。

○地域支援事業（介護予防事業，包括的支援事
業）
の事業ごとの利用状況などから，各年度における
事業毎の利用量を見込む。

○地域支援事業の見直しに伴い実施される事業
について，事業内容等の検討を行う。

要介護認定者数や施設の定員，特養ホームの利用申込者
の状況，今後の施設整備の見込みなどを基に各年度の
施設･居住系サービス利用者数を見込む。

施設･居住系サービス利用者のサービスごとの利用状況
などから，各年度における施設･居住系サービスの種類毎
のサービス利用量を見込む。

要介護認定者数から，施設・居住系サービス利用者数を
差し引き，各年度の在宅サービス利用対象者数を見込む。

在宅サービスの利用率の推移などから，在宅サービス
利用対象者のうち，各年度に実際に在宅サービスを
利用する人数を見込む。

在宅サービス利用者のサービス毎の利用状況など
から，各年度における在宅サービスの種類毎の
サービス利用量を見込む。
※法定サービスの他に，本市の状況等に応じて，

上乗せ・横だし（市町村特別給付 等）の
実施の有無について検討
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被保険者数の推計及び 

要介護認定者数の推計について 

資料４ 
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１　被保険者数の推計

（１）本市の過去５年間の高齢者数の推移

（単位：人）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

1,416,960 1,428,176 1,443,866 1,456,687 1,470,746

241,221 246,605 251,391 263,624 276,340

前期（６５～７４歳） 130,853 131,419 131,155 138,369 147,100

後期（７５歳以上） 110,368 115,186 120,236 125,255 129,240

17.0% 17.3% 17.4% 18.1% 18.8%

462,644 472,274 483,011 486,738 490,408

（参考）

22.7% 23.1% 23.3% 24.1% 25.0%

※各年度９月末現在 ＊平成２５年度は推計値

※人口＝住民基本台帳に基づく人口

※全国の高齢化率は，各年度１０月１日現在(出典：高齢社会白書）

全国の高齢化率

高齢化率…Ｂ/Ａ

区分

総人口…Ａ

６５歳以上人口…Ｂ

４０－６４歳人口

本市の高齢化率は，４年間で１．８ポイント増加している。
平成２５年度の本市の高齢化率は，全国に比較して６．２ポイント低くなっており，わ
ずかずつではあるが，年々その差が広がっている。

22.7% 23.1% 23.3%
24.1%

25.0%

17.0% 17.3% 17.4%
18.1%

18.8%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（参考）本市と全国の高齢化率

国

市
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（２）第６期介護保険事業計画期間における人口の推計方法（案）

　①第５期計画における推計

　　平成２３年９月末現在の「住民基本台帳に基づく人口」と「外国人登録人口」との和をもとに，コーホート

　要因法により，推計を行っている。

　　なお，推計に用いる生存率，社会移動率については，「福岡市新・基本計画（第８次基本計画）」の策

　定に用いた「福岡市の将来人口予測」を用いている。

　②第５期事業計画値と実績の比較

（単位：人）

H２４年度 H２５年度 H２４年度 H２５年度 H２４年度 H２５年度

1,450,900 1,458,100 1,456,687 1,470,746 5,787 12,646

263,200 275,700 263,624 276,340 424 640

137,700 146,300 138,369 147,100 669 800

125,500 129,400 125,255 129,240 -245 -160

18.1% 18.9% 18.1% 18.8% 0.0% -0.1%

485,300 487,500 486,738 490,408 1,438 2,908

　③第６期計画における推計方法（案）

　　②のとおり，第５期計画値と実績との乖離は大きなものではないため，第５期計画と同様の推計

　方法を用いることとし，直近（平成２５年９月末）の「住民基本台帳に基づく人口」をもとに，

　コーホート要因法により推計を行う。

乖離…②－①
区分

総人口…Ａ

第１号被保険者
（６５歳以上人口）…Ｂ

計画値…①

　　うち後期（７５歳以上）

※各年度９月末現在

実績…②

第１号被保険者数の総人口に
占める割合…Ｂ/Ａ（高齢化率）

２号被保険者数（４０－６４歳人口）

　　うち前期（６５～７４歳）

～コーホート要因法について～ （コーホート：同時出生集団）

・コーホート要因法は，同年又は同期間に出生した集団についての人口変化を推計する方法である。
・例えば，ある地域の２０～２４歳の人口は，５年後に２５～２９歳の集団となるが，５年間の人口変化は，
死亡数と移動数（地域の人口の流出入）によって生じる。
・この死亡数と移動数を仮定することで，将来の人口推計を行っている。
・コーホート要因法では，自然増減（出生数及び死亡数）と社会的増減（移動数）を分離して推計を行う
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（３）第６期介護保険事業計画期間における人口の推移(案）

（単位：人）

区分 男 女 男女計 男 女 男女計

総人口 707,500 786,200 1,493,700 711,500 792,300 1,503,800

０歳～３９歳 340,100 352,700 692,800 337,000 350,400 687,400

４０歳～６４歳 241,600 254,500 496,100 243,300 256,600 499,900

６５歳～６９歳 45,000 50,700 95,700 48,100 54,000 102,100

７０歳～７４歳 30,100 38,200 68,300 29,400 36,800 66,200

７５歳～７９歳 22,500 32,200 54,700 23,600 33,200 56,800

８０歳～８４歳 16,300 26,500 42,800 17,000 27,600 44,600

８５歳～８９歳 8,300 18,300 26,600 8,900 19,200 28,100

９０歳以上 3,600 13,100 16,700 4,200 14,500 18,700

高齢者計 125,800 179,000 304,800 131,200 185,300 316,500

高齢化率 17.8% 22.8% 20.4% 18.4% 23.4% 21.0%

区分 男 女 男女計

総人口 715,000 797,800 1,512,800

０歳～３９歳 334,100 347,900 682,000

４０歳～６４歳 245,200 259,300 504,500

６５歳～６９歳 47,200 52,700 99,900

７０歳～７４歳 32,000 39,100 71,100

７５歳～７９歳 24,600 34,400 59,000

８０歳～８４歳 17,600 28,300 45,900

８５歳～８９歳 9,700 20,400 30,100

９０歳以上 4,600 15,700 20,300

高齢者計 135,700 190,600 326,300

高齢化率 19.0% 23.9% 21.6%

区分 男 女 男女計 男 女 男女計

総人口 724,000 812,700 1,536,700 732,300 829,400 1,561,700

０歳～３９歳 324,800 340,100 664,900 309,500 325,700 635,200

４０歳～６４歳 252,700 268,700 521,400 263,500 283,600 547,100

６５歳～６９歳 41,200 45,700 86,900 37,700 41,800 79,500

７０歳～７４歳 41,900 49,400 91,300 38,400 44,500 82,900

７５歳～７９歳 26,800 36,600 63,400 37,600 47,400 85,000

８０歳～８４歳 18,600 29,600 48,200 22,500 33,800 56,300

８５歳～８９歳 11,800 22,800 34,600 13,700 25,700 39,400

９０歳以上 6,200 19,800 26,000 9,400 26,900 36,300

高齢者計 146,500 203,900 350,400 159,300 220,100 379,400

高齢化率 20.2% 25.1% 22.8% 21.8% 26.5% 24.3%

平成３７年度平成３２年度

平成２７年度 平成２８年度

平成２９年度

※平成２５年９月末現在の「住民基本台帳に基づく人口」もとに，コーホート要因法により，推計を行っている。
なお，推計に用いる生存率，社会移動率については，平成２４年３月に福岡市が公表した「福岡市の将来人口推

計」を用いている。
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２　要介護認定者数の推計

（１）本市の過去５年間の要介護認定者数及び認定率の推移   　   

※各年度の数値は，年度平均。
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（２）第５期介護保険事業計画期間における要介護認定者数の推計方法

①第５期における推計
【Ｈ２４～２６年度推計】

②第５期の事業計画値と実績の比較 （単位：人）

計画値 実績値 乖離 計画値 実績値 乖離

A B B－A A B B－A

要支援1 8,470 10,328 1,858 8,790 11,652 2,862

要支援2 7,340 6,897 -443 7,630 7,389 -241

要介護1 10,280 9,947 -333 10,760 10,619 -141

要介護2 8,290 8,553 263 8,700 8,946 246

要介護3 6,650 6,174 -476 6,990 6,446 -545

要介護4 5,630 5,659 29 5,940 5,857 -83

要介護5 5,160 5,212 52 5,430 5,296 -134

合計 51,820 52,771 951 54,240 56,205 1,965

※実績は年度平均値。

要介護度

２４年度 ２５年度

推計指標：直近３ヶ年度（平成２０年度～２２年度）の認定率（性別・年齢階級別・要介護度別）

計 算 式 ：推計人口（性別・年齢階級別）×平均認定率（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２０年度認定率（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２１年度認定率（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２２年度認定率（性別・年齢階級別・要介護度別）

各年度の推計人口
（性別・年齢階級別）

３
ヶ
年
平
均

×
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③第６期における推計方法（案）

④第６期認定者の計算方法（案）

　【例】平成２７年度の認定者数の推計

　　ア　対前年伸び率の算出

　　・　・　・

　　　　※伸び率については年度ごとに伸び率を抑制

　　イ　認定率の算出

　　ウ　認定者数の算出

平成２７年度の推計人口
（性別・年齢階級別）

平成２６年度認定率

（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２４年９月認定率の対前年の伸び率

（性別・年齢階級別・要介護度別）
２
ヶ
年
平
均

＝

×

ア 認定者の伸びを考慮する方法として，９月時点の認定率（性別・年齢階層別・要介護度別）を
基準にして対前年の伸び率を算出。

イ 認定者数を算出する前年度の認定率に伸び率を乗じて認定率を算出。
※対前年の伸び率については，一定の割合で伸びを抑えていく。

ウ 認定者数を算出する年度の推計人口に乗じて認定者数を算出。

認定率の対前年伸び率

（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２５年９月認定率の対前年の伸び率

（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２７年度の推計認定者数
（性別・年齢階級別・要介護度別）

認定率の対前年伸び率

（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２７年度認定率

（性別・年齢階級別・要介護度別）

平成２７年度認定率

（性別・年齢階級別・要介護度別）

第５期の計画期間では，直近３か年の認定率（性別・年齢階層別・要介護度別）の平均をもとに認定者
数の見込を行った結果，要支援１の認定者数・認定率は見込を大きく上回った。
これは認定率が増減しないと見込んでいたが，実際には認定率が伸びたためであり，この傾向は直近

でも続いている。
このことから，第６期の計画については認定率の伸びを考慮して認定者数を見込むこととする。

×

＝

+ １00％

※認定率の伸びについて

認定率の伸びについては，算出した伸び率が毎年継続すると仮定すると，年齢階層によっては

非現実的な認定率となることから，一定の割合で減少していくものとする。

なお，特に伸びが著しい要支援１については，単身高齢者の増加などの理由により

「要支援状態であるにも関わらず認定を受けていない人」が認定を受けるようになったことが

要因と考えられることから，「要支援状態であるにも関わらず認定を受けていない人」の割合は

今後減っていくと推測される。
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（３）第６期計画における認定者数の見込み（案）

認定者数及び認定率の推移(第6期) 　（参考）第５期計画

Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ２９年度

要支援１ 13,000 14,350 15,750 17,220 10,040

要支援２ 7,980 8,560 9,160 9,800 8,790

要介護１ 11,480 12,260 13,080 13,940 12,620

要介護２ 9,610 10,230 10,890 11,590 10,280

要介護３ 6,900 7,320 7,770 8,240 8,340

要介護４ 6,250 6,590 6,950 7,330 7,130

要介護５ 5,540 5,750 5,990 6,240 6,520

合計 60,760 65,060 69,590 74,360 63,720

認定率 20.8% 21.3% 22.0% 22.8% 20.1%

認定者数の推移(H30～H37)

Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 Ｈ３３年度

要支援１ 18,700 20,140 21,440 22,630

要支援２ 10,440 11,050 11,610 12,170

要介護１ 14,760 15,570 16,300 17,060

要介護２ 12,280 12,990 13,630 14,300

要介護３ 8,700 9,160 9,590 10,060

要介護４ 7,700 8,070 8,410 8,790

要介護５ 6,480 6,730 6,960 7,230

合計 79,060 83,710 87,940 92,240

認定率 23.6% 24.4% 25.1% 25.8%

Ｈ３４年度 Ｈ３５年度 Ｈ３６年度 Ｈ３７年度

要支援１ 23,860 24,880 25,770 26,440

要支援２ 12,740 13,240 13,680 14,070

要介護１ 17,860 18,560 19,230 19,800

要介護２ 15,010 15,620 16,210 16,720

要介護３ 10,560 11,010 11,450 11,830

要介護４ 9,200 9,570 9,940 10,260

要介護５ 7,550 7,850 8,170 8,450

合計 96,780 100,730 104,450 107,570

認定率 26.7% 27.4% 27.9% 28.4%
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別紙１

性別・年齢階級別推計人口 各年度９月末の人口

23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年 35年 36年 37年

男 101,132 106,753 112,647 120,000 125,800 131,200 135,700 140,000 143,400 146,500 149,500 151,900 154,500 156,900 159,300
女 150,259 156,871 163,693 172,100 179,000 185,300 190,600 195,700 199,900 203,900 207,600 210,700 213,700 217,100 220,100

合計 251,391 263,624 276,340 292,100 304,800 316,500 326,300 335,700 343,300 350,400 357,100 362,600 368,200 374,000 379,400

男 42,691 44,620 46,056 48,300 50,700 53,700 56,500 59,000 61,900 63,400 65,100 69,400 74,100 79,100 83,200
女 77,545 80,635 83,184 86,400 90,100 94,500 98,800 102,400 106,400 108,800 110,800 116,400 122,300 128,700 133,800

合計 120,236 125,255 129,240 134,700 140,800 148,200 155,300 161,400 168,300 172,200 175,900 185,800 196,400 207,800 217,000

男 58,441 62,133 66,591 71,700 75,100 77,500 79,200 81,000 81,500 83,100 84,400 82,500 80,400 77,800 76,100
女 72,714 76,236 80,509 85,700 88,900 90,800 91,800 93,300 93,500 95,100 96,800 94,300 91,400 88,400 86,300
合計 131,155 138,369 147,100 157,400 164,000 168,300 171,000 174,300 175,000 178,200 181,200 176,800 171,800 166,200 162,400

男 235,238 237,093 238,830 239,800 241,600 243,300 245,200 247,600 250,300 252,700 255,000 257,700 259,800 261,700 263,500
女 247,773 249,645 251,578 252,500 254,500 256,600 259,300 262,100 265,500 268,700 271,500 275,000 278,200 280,900 283,600
合計 483,011 486,738 490,408 492,300 496,100 499,900 504,500 509,700 515,800 521,400 526,500 532,700 538,000 542,600 547,100

総人口
男 686,550 691,605 698,399 703,200 707,500 711,500 715,000 718,400 721,500 724,000 726,300 728,200 729,800 731,000 732,300
女 757,316 765,082 772,347 779,500 786,200 792,300 797,800 803,000 808,000 812,700 816,900 820,500 823,600 826,700 829,400
合計 1,443,866 1,456,687 1,470,746 1,482,700 1,493,700 1,503,800 1,512,800 1,521,400 1,529,500 1,536,700 1,543,200 1,548,700 1,553,400 1,557,700 1,561,700

２号被保険者（４０～６４歳）

１号被保険者（６５歳以上）

うち後期（７５歳以上）

うち前期（６５～７４歳）

区分

131,155  138,369  147,100  157,400  164,000  168,300  171,000  174,300  175,000  178,200  181,200  176,800  171,800  166,200  162,400  
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別紙２（参考）本市の年齢分布の変化

【平成２５年度（９月末現在）】 【平成２９年度（案）】

【平成３２年度（案）】 【平成３７年度（案）】
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別紙３

0.00%
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② 認定率の全国との差 

全国 

福岡市 
Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 

要支援１ 3.04% 3.36% 3.70% 3.93% 4.22%

要支援２ 2.71% 2.56% 2.57% 2.62% 2.68%

要介護１ 3.73% 3.73% 3.72% 3.78% 3.85%

要介護２ 2.97% 3.05% 3.20% 3.25% 3.24%

要介護３ 2.41% 2.35% 2.35% 2.35% 2.33%

要介護４ 2.00% 2.08% 2.15% 2.15% 2.12%

要介護５ 1.82% 1.98% 2.02% 1.98% 1.92%
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別紙４-１

【第６期における平成２７年度の認定者数の推計例】

ア　対前年伸び率の算出 イ　認定率の算出
(ア)２４，２５年９月の対前年伸び率を算出

　（ア）伸び率の抑制
　認定率の伸びについては，算出した伸び率が毎年継続すると仮定すると，年齢階層によっては
非現実的な認定率となることから，一定の割合で減少していくものとする。
　なお，特に伸びが著しい要支援１については，単身高齢者の増加などの理由により
　「要支援状態であるにも関わらず認定を受けていない人」が認定を受けるようになったことが
要因と考えられることから，「要支援状態であるにも関わらず認定を受けていない人」の割合は
今後減っていくと推測される。

伸び率を抑える割合の推移
年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度
割　合 ９０% ８０% ７０% ６０%
年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度
割　合 ５０% ４０% ３０% ２０% １０% ０% ０% ０%

　
【伸び率の抑制の計算(例２７年度）】

　(イ)伸び率の平均を算出
（実際の計算例）平成２７年の男性，６５－６９歳，要支援１の伸び率（別紙）を例に計算すると



8.90% × 80% ＝ 7.12%

２７年度認定伸び率(２４，２５年度の平均の８０％）
性別 区　分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

40-64歳 9.11% -0.87% -3.65% -0.96% -1.98% -6.08% -1.03%
65-69歳 7.12% 0.09% 3.15% -1.18% -2.63% -6.61% -4.80%
70-74歳 9.59% 6.74% 3.37% 0.61% -4.38% 4.37% -1.83%
75-79歳 4.32% 3.12% 1.21% 2.15% 1.93% -0.35% -5.93%
80-84歳 5.98% 1.73% 0.19% -0.79% -2.97% 1.61% 2.99%
85-89歳 10.36% 0.77% 2.80% 4.52% 0.46% 0.99% -1.93%
90歳以上 6.20% 12.20% 1.55% -1.33% -2.12% -0.71% 1.09%
40-64歳 -4.66% 6.25% 7.94% 3.69% -7.73% -7.20% -6.80%

認定伸び率(２４，２５年度の平均) 65-69歳 7.06% 7.00% 2.05% -10.70% -1.26% -3.17% -2.80%
性別 区　分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 70-74歳 2.49% 0.57% 1.26% 1.24% -0.44% -1.99% -0.43%

40-64歳 11.38% -1.09% -4.56% -1.20% -2.48% -7.60% -1.29% 75-79歳 5.49% 1.90% 0.21% -2.22% -6.71% -1.89% 0.41%
65-69歳 8.90% 0.12% 3.94% -1.47% -3.29% -8.26% -6.00% 80-84歳 5.32% 0.06% 1.25% 0.11% 2.67% 1.05% -3.29%
70-74歳 11.99% 8.43% 4.21% 0.76% -5.47% 5.46% -2.29% 85-89歳 4.09% 3.85% 1.49% 0.77% 0.05% 0.08% -3.40%
75-79歳 5.40% 3.90% 1.52% 2.69% 2.41% -0.44% -7.41% 90歳以上 6.63% 0.35% 1.55% 3.25% 2.25% -2.36% -2.53%
80-84歳 7.48% 2.16% 0.23% -0.99% -3.71% 2.02% 3.73%
85-89歳 12.95% 0.97% 3.50% 5.65% 0.58% 1.24% -2.42%
90歳以上 7.75% 15.25% 1.94% -1.66% -2.65% -0.88% 1.36%
40-64歳 -5.83% 7.81% 9.92% 4.61% -9.66% -8.99% -8.50%
65-69歳 8.82% 8.75% 2.56% -13.37% -1.58% -3.96% -3.50%
70-74歳 3.12% 0.71% 1.57% 1.55% -0.56% -2.49% -0.54%
75-79歳 6.86% 2.38% 0.26% -2.78% -8.39% -2.36% 0.51%
80-84歳 6.65% 0.07% 1.57% 0.14% 3.34% 1.32% -4.12%
85-89歳 5.12% 4.81% 1.87% 0.96% 0.06% 0.10% -4.24%
90歳以上 8.28% 0.44% 1.94% 4.06% 2.81% -2.95% -3.16%

男

女

男

女

平成２４年９月認定率の対前年の伸び率 

（性別・年齢階級別・要介護度別） 
平成２３年９月認定率 

（性別・年齢階級別・要介護

平成２４年９月認定率 

（性別・年齢階級別・要介護

― 100％ ＝ 

平成２４年９月認定率 

（性別・年齢階級別・要介護

平成２５年９月認定率 

（性別・年齢階級別・要介護

認定率の対前年伸び率 

（性別・年齢階級別・要介護度別） ＝ 

２ 

認定率の対前年伸び率 × 80％ ＝ 

平成２５年９月認定率の対前年の伸び率 ― 100％ ＝ 

平成２４年９月認定率の対前年の伸び率 

（性別・年齢階級別・要介護度別） 
平成２５年９月認定率の対前年の伸び率 ＋ 

認定率の対前年伸び率(抑制後） 

（性別・年齢階級別・要介護度別） 
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ウ　認定者数の算出
（イ）認定率の算出

【認定率の算出(例２７年度）】

性別・年齢階級別推計人口
性別 区　分 27年

40-64歳 241,567
65-69歳 44,991
70-74歳 30,120

２７年度認定率 75-79歳 22,463
性別 区　分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 80-84歳 16,303

40-64歳 0.04% 0.04% 0.04% 0.06% 0.04% 0.02% 0.04% 85-89歳 8,343
65-69歳 0.81% 0.53% 0.71% 0.71% 0.40% 0.29% 0.31% 90歳以上 3,622

70-74歳 1.68% 1.24% 1.45% 1.40% 0.82% 0.81% 0.57% 合　計 367,409
75-79歳 3.17% 1.81% 2.82% 2.58% 1.70% 1.41% 0.99% 40-64歳 254,547
80-84歳 7.18% 3.25% 5.43% 4.51% 3.04% 2.48% 2.35% 65-69歳 50,663
85-89歳 13.11% 5.22% 9.92% 8.82% 5.50% 4.74% 3.24% 70-74歳 38,246
90歳以上 12.58% 10.05% 14.51% 12.49% 9.33% 8.75% 6.42% 75-79歳 32,218
40-64歳 0.03% 0.05% 0.06% 0.06% 0.02% 0.02% 0.03% 80-84歳 26,526
65-69歳 0.87% 0.76% 0.55% 0.32% 0.27% 0.22% 0.26% 85-89歳 18,301
70-74歳 2.31% 1.40% 1.37% 1.05% 0.61% 0.53% 0.50% 90歳以上 13,128

75-79歳 6.47% 3.33% 3.55% 2.29% 1.27% 1.32% 1.24% 合　計 433,629

80-84歳 11.84% 5.84% 7.95% 5.69% 3.96% 3.34% 2.75% 801,038
85-89歳 12.43% 8.92% 13.32% 9.92% 7.52% 6.96% 5.59%
90歳以上 7.85% 6.00% 14.44% 15.70% 14.08% 13.49% 12.90% ２７年度認定者数（推計値）

性別 区　分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合　計
40-64歳 103 106 101 152 106 58 89 715
65-69歳 366 238 318 320 182 133 139 1,696
70-74歳 507 374 436 421 247 244 173 2,402
75-79歳 712 407 634 580 383 317 222 3,255
80-84歳 1,170 531 885 735 496 405 384 4,606
85-89歳 1,094 436 828 736 459 396 270 4,219
90歳以上 455 364 525 453 338 317 233 2,685
合　計 4,407 2,456 3,727 3,397 2,211 1,870 1,510 19,578
40-64歳 82 136 150 148 55 50 74 695
65-69歳 443 385 279 160 137 113 133 1,650
70-74歳 882 535 523 401 233 202 192 2,968
75-79歳 2,084 1,072 1,143 739 409 426 399 6,272
80-84歳 3,140 1,550 2,109 1,510 1,051 886 729 10,975
85-89歳 2,276 1,633 2,437 1,815 1,377 1,274 1,022 11,834
90歳以上 1,031 788 1,896 2,061 1,849 1,771 1,693 11,089
合　計 9,938 6,099 8,537 6,834 5,111 4,722 4,242 45,483

14,345 8,555 12,264 10,231 7,322 6,592 5,752 65,061

女

合　計

男

女

男

女

合　計

男

平成２６年度認定率 

（性別・年齢階級別・要介護度別） × 

＝ 平成２７年度認定率 

（性別・年齢階級別・要介護度別） 

+ １00％ 
平成２７年度の推計人口 

平成２７年度の推計認定者数 
（性別・年齢階級別・要介護度

平成２７年度認定率 

（性別・年齢階級別・要介護度別） 
× 

＝ 

認定率の対前年伸び率(抑制後） 

（性別・年齢階級別・要介護度別） 
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9,295  10,330  11,662  13,000  14,350  15,750  17,220  18,700  20,140  21,440  22,630  23,860  24,880  25,770  26,440  6,466  
6,899  
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推計認定者数 

要介護5 
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要介護3 

要介護2 

要介護1 

要支援2 
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認定率 
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年度 
合計人
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